
議案第３８号 

日進市税条例及び日進市税条例の一部を改正する条例の一部改正について 

 日進市税条例及び日進市税条例の一部を改正する条例の一部を別紙のとおり改正す

る。 

  令和４年６月７日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴 

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、地方税法の一部改正に伴い、日進市税条例及び日進市税

条例の一部を改正する条例の一部を改正する必要があるからであります。 

２ 主な改正点 

（１）個人市民税について、次の規定の整備を行う。 

ア 住宅借入金等特別税額控除の適用に係る入居を令和７年までとし、控除期間

１３年に合わせて、控除期限を令和２０年度までに延長する。 

イ 上場株式等の配当及び譲渡所得の課税方式を所得税と同じ課税方式とする。 

（２）固定資産税について、固定資産課税台帳記載事項証明書の交付等の際に、ＤＶ

被害者等の申出を行った旨の登記所からの通知に基づき、住所に代わる事項を記

載するものとする。 

（３）その他必要な規定の整理を行う。 
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   日進市税条例及び日進市税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

 (日進市税条例の一部改正) 

第1条 日進市税条例(昭和29年日進町条例第5号)の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(納税証明書の交付手数料) (納税証明書の交付手数料) 

第20条の4 法第20条の10に規定する納税証

明書の交付(法第382条の4に規定する当該

証明書に住所に代わる事項の記載をしたも

のの交付を含む。)を請求する者は、手数料

を納付しなければならない。 

第20条の4 法第20条の10に規定する納税証

明書の交付を請求する者は、手数料を納付

しなければならない。 

2 略 2 略 

(所得割の課税標準) (所得割の課税標準) 

第32条 略 第32条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第35

条の3第1項に規定する確定申告書に特定配

当等に係る所得の明細に関する事項その他

施行規則に定める事項の記載があるとき

は、当該特定配当等に係る所得の金額につ

いては、適用しない。 

4 前項の規定は、特定配当等に係る所得が生

じた年の翌年の4月1日の属する年度分の特

定配当等申告書(市民税の納税通知書が送

達される時までに提出された次に掲げる申

告書をいう。以下この項において同じ。)に

特定配当等に係る所得の明細に関する事項

その他施行規則に定める事項の記載がある

とき(特定配当等申告書にその記載がない

ことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。)は、当該特定配当

等に係る所得の金額については、適用しな

い。ただし、第1号に掲げる申告書及び第2

号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事

項その他の事情を勘案して、この項の規定

を適用しないことが適当であると市長が認

めるときは、この限りでない。 

 (1) 第35条の2第1項の規定による申告書 

(2) 第35条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合に
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おける当該確定申告書に限る。) 

5 略 5 略 

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第35

条の3第1項に規定する確定申告書に特定株

式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関す

る事項その他施行規則に定める事項の記載

があるときは、当該特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の金額については、適用しな

い。 

6 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額に

係る所得が生じた年の翌年の4月1日の属す

る年度分の特定株式等譲渡所得金額申告書

(市民税の納税通知書が送達される時まで

に提出された次に掲げる申告書をいう。以

下この項において同じ。)に特定株式等譲渡

所得金額に係る所得の明細に関する事項そ

の他施行規則に定める事項の記載があると

き(特定株式等譲渡所得金額申告書にその

記載がないことについてやむを得ない理由

があると市長が認めるときを含む。)は、当

該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金

額については、適用しない。ただし、第1号

に掲げる申告書及び第2号に掲げる申告書

がいずれも提出された場合におけるこれら

の申告書に記載された事項その他の事情を

勘案して、この項の規定を適用しないこと

が適当であると市長が認めるときは、この

限りでない。 

 (1) 第35条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第35条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合に

おける当該確定申告書に限る。) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) (配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 

第33条の9 所得割の納税義務者が、第32条第

4項に規定する確定申告書に記載した特定

配当等に係る所得の金額の計算の基礎とな

った特定配当等の額について法第2章第1節

第5款の規定により配当割額を課された場

合又は同条第6項に規定する確定申告書に

記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所

得の金額の計算の基礎となった特定株式等

譲渡所得金額について同節第6款の規定に

より株式等譲渡所得割額を課された場合に

は、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得

割額に5分の3を乗じて得た金額を、第33条

の3及び前3条の規定を適用した場合の所得

第33条の9 所得割の納税義務者が、第32条第

4項に規定する特定配当等申告書に記載し

た特定配当等に係る所得の金額の計算の基

礎となった特定配当等の額について法第2

章第1節第5款の規定により配当割額を課さ

れた場合又は同条第6項に規定する特定株

式等譲渡所得金額申告書に記載した特定株

式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算

の基礎となった特定株式等譲渡所得金額に

ついて同節第6款の規定により株式等譲渡

所得割額を課された場合には、当該配当割

額又は当該株式等譲渡所得割額に5分の3を

乗じて得た金額を、第33条の3及び前3条の
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割の額から控除する。 規定を適用した場合の所得割の額から控除

する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除するこ

とができなかった金額は、令第48条の9の3

から第48条の9の6までに定めるところによ

り、同項の納税義務者に対しその控除する

ことができなかった金額を還付し、又は当

該納税義務者の同項の確定申告書に係る年

の末日の属する年度の翌年度分の個人の県

民税若しくは市民税に充当し、若しくは当

該納税義務者の未納に係る徴収金に充当す

る。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができな

かった金額があるときは、当該控除するこ

とができなかった金額は、令第48条の9の3

から第48条の9の6までに定めるところによ

り、同項の納税義務者に対しその控除する

ことができなかった金額を還付し、又は当

該納税義務者の同項の申告書に係る年度分

の個人の県民税若しくは市民税に充当し、

若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収

金に充当する。 

3 略 3 略 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者は、

3月15日までに、市長の定める様式による申

告書を市長に提出しなければならない。た

だし、法第317条の6第1項又は第4項の規定

により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から1月1日

現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で、前年中において給与所得

以外の所得又は公的年金等に係る所得以外

の所得を有しなかったもの(公的年金等に

係る所得以外の所得を有しなかった者で社

会保険料控除額(令第48条の9の7に規定す

るものを除く。)、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所

得割の納税義務者(前年の合計所得金額が9

00万円以下であるものに限る。)の法第314

条の2第1項第10号の2に規定する自己と生

計を一にする配偶者(前年の合計所得金額

が95万円以下であるものに限る。)で控除対

象配偶者に該当しないものに係るものを除

く。)若しくは法第314条の2第4項に規定す

る扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控除、法

第313条第8項に規定する純損失の金額の控

第35条の2 第25条第1項第1号に掲げる者は、

3月15日までに、市長の定める様式による申

告書を市長に提出しなければならない。た

だし、法第317条の6第1項又は第4項の規定

により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から1月1日

現在において給与又は公的年金等の支払を

受けている者で、前年中において給与所得

以外の所得又は公的年金等に係る所得以外

の所得を有しなかったもの(公的年金等に

係る所得以外の所得を有しなかった者で社

会保険料控除額(令第48条の9の7に規定す

るものを除く。)、小規模企業共済等掛金控

除額、生命保険料控除額、地震保険料控除

額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額(所

得税法第2条第1項第33号の4に規定する源

泉控除対象配偶者に係るものを除く。)若し

くは法第314条の2第4項に規定する扶養控

除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額

若しくは医療費控除額の控除、法第313条第

8項に規定する純損失の金額の控除、同条第

9項に規定する純損失若しくは雑損失の金

額の控除若しくは第33条の7の規定により

控除すべき金額(以下この条において「寄附

金税額控除額」という。)の控除を受けよう
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除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第33条の7の規

定により控除すべき金額(以下この条にお

いて「寄附金税額控除額」という。)の控除

を受けようとするものを除く。以下この条

において「給与所得等以外の所得を有しな

かった者」という。)及び第26条第2項に規

定する者(施行規則第2条の2第1項の表の上

欄の(二)に掲げる者を除く。)については、

この限りでない。 

とするものを除く。以下この条において「給

与所得等以外の所得を有しなかった者」と

いう。)及び第26条第2項に規定する者(施行

規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く。)については、この限りでな

い。 

2 前項の規定により申告書を市長に提出す

べき者のうち、前年の合計所得金額が基礎

控除額、配偶者控除額及び扶養控除額の合

計額以下である者(施行規則第2条の2第1項

の表の上欄に掲げる者を除く。)が提出すべ

き申告書の様式は、施行規則第2条第3項た

だし書の規定により、市長の定める様式に

よる。 

2 前項の規定により申告書を市長に提出す

べき者のうち、前年の合計所得金額が基礎

控除額、配偶者控除額及び扶養控除額の合

計額以下である者(施行規則第2条の2第1項

の表の上欄に掲げる者を除く。)が提出すべ

き申告書の様式は、施行規則第2条第4項た

だし書の規定により、市長の定める様式に

よる。 

3～9 略 3～9 略 

(所得税に係る更正又は決定事項の申告義

務) 

(所得税に係る更正又は決定事項の申告義

務) 

第35条の3 略 第35条の3 略 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記

載された事項(施行規則第2条の3第1項に規

定する事項を除く。)のうち法第317条の2第

1項各号又は第3項に規定する事項に相当す

るもの及び次項の規定により付記された事

項は、前条第1項又は第3項から第5項までの

規定による申告書に記載されたものとみな

す。 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記

載された事項(施行規則第2条の3第1項に規

定する事項を除く。)のうち法第317条の2第

1項各号又は第3項に規定する事項に相当す

るもの及び次項の規定により附記された事

項は、前条第1項又は第3項から第5項までの

規定による申告書に記載されたものとみな

す。 

3 第1項本文の場合には、確定申告書を提出

する者は、当該確定申告書に施行規則第2条

の3第2項各号に掲げる事項を付記しなけれ

ばならない。 

3 第1項本文の場合には、確定申告書を提出

する者は、当該確定申告書に施行規則第2条

の3第2項各号に掲げる事項を附記しなけれ

ばならない。 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族申告書) 

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給与

所得者」という。)で市内に住所を有するも

第35条の3の2 所得税法第194条第1項の規定

により同項に規定する申告書を提出しなけ

ればならない者(以下この条において「給与

所得者」という。)で市内に住所を有するも
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のは、当該申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する給与等の支払者(以下この

条において「給与支払者」という。)から毎

年最初に給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

のは、当該申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する給与等の支払者(以下この

条において「給与支払者」という。)から毎

年最初に給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与

支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が

1,000万円以下であるものに限る。)の自

己と生計を一にする配偶者(法第313条第

3項に規定する青色事業専従者に該当す

るもので同項に規定する給与の支払を受

けるもの及び同条第4項に規定する事業

専従者に該当するものを除き、合計所得

金額が133万円以下であるものに限る。次

条第1項において同じ。)の氏名 

(3) 略 (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

2～5 略 2～5 略 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書) 

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、特定配偶者(所

得割の納税義務者(合計所得金額が900万円

以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第51条の2に規

定する退職手当等に限る。以下この項にお

いて同じ。)に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が95万円以下であるもの

に限る。)をいう。第2号において同じ。)又

は扶養親族(控除対象扶養親族であって退

職手当等に係る所得を有しない者を除く。)

を有する者(以下この条において「公的年金

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、扶養親族(控除

対象扶養親族を除く。)を有する者(以下こ

の条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第203条

の6第1項に規定する公的年金等の支払者

(以下この条において「公的年金等支払者」

という。)から毎年最初に公的年金等の支払

を受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載し

た申告書を、当該公的年金等支払者を経由
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等受給者」という。)で市内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第203条の6第1項に規定する公

的年金等の支払者(以下この条において「公

的年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

して、市長に提出しなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特定配偶者の氏名 

(3) 略 (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

2～5 略 2～5 略 

(特別徴収税額の納入の義務等) (特別徴収税額の納入の義務等) 

第51条の7 前条の特別徴収義務者は、退職手

当等の支払をする際、その退職手当等につ

いて分離課税に係る所得割を徴収し、その

徴収の日の属する月の翌月の10日までに、

施行規則第5号の8様式又は施行規則第2条

第3項ただし書の規定により総務大臣が定

めた様式による納入申告書を市長に提出

し、及びその納入金を市に納入しなければ

ならない。 

第51条の7 前条の特別徴収義務者は、退職手

当等の支払をする際、その退職手当等につ

いて分離課税に係る所得割を徴収し、その

徴収の日の属する月の翌月の10日までに、

施行規則第5号の8様式又は施行規則第2条

第4項ただし書の規定により総務大臣が定

めた様式による納入申告書を市長に提出

し、及びその納入金を市に納入しなければ

ならない。 

(固定資産課税台帳の閲覧手数料) (固定資産課税台帳の閲覧手数料) 

第67条の2 法第382条の2に規定する固定資

産課税台帳(同条第1項ただし書の規定によ

る措置を講じたものを含む。)の閲覧(法第3

82条の4に規定する固定資産課税台帳に住

所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を

含む。)の手数料は、日進市使用料及び手数

料条例(平成12年日進市条例第2号)別表第2

に定める額とする。ただし、法第416条第3

項又は第419条第8項の規定により公示した

期間において納税義務者の閲覧に供する場

合にあっては、手数料を徴しない。 

第67条の2 法第382条の2に規定する固定資

産課税台帳(同条第1項ただし書の規定によ

る措置を講じたものを含む。)の閲覧手数料

は、日進市使用料及び手数料条例(平成12年

日進市条例第2号)別表第2に定める額とす

る。ただし、法第416条第3項又は第419条第

8項の規定により公示した期間において納

税義務者の閲覧に供する場合にあっては、

手数料を徴しない。 

(固定資産課税台帳に記載されている事項

の証明書の交付手数料) 

(固定資産課税台帳に記載されている事項

の証明書の交付手数料) 

第67条の3 法第382条の3に規定する固定資 第67条の3 法第382条の3に規定する固定資
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産課税台帳に記載されている事項の証明書

(同条ただし書の規定による措置を講じた

ものを含む。)の交付(法第382条の4に規定

する当該証明書に住所に代わる事項の記載

をしたものの交付を含む。)の手数料は、日

進市使用料及び手数料条例別表第2に定め

る額とする。 

産課税台帳に記載されている事項の証明書

(同条ただし書の規定による措置を講じた

ものを含む。)の交付手数料は、日進市使用

料及び手数料条例別表第2に定める額とす

る。 

附 則 附 則 

(個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除) 

(個人の市民税の住宅借入金等特別税額控

除) 

第7条の3の2 平成22年度から令和20年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第41条又は第41条の2の2の規

定の適用を受けた場合(居住年が平成11年

から平成18年まで又は平成21年から令和7

年までの各年である場合に限る。)におい

て、前条第1項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項の

規定により読み替えて適用される場合を含

む。)に規定するところにより控除すべき額

を、当該納税義務者の第33条の3及び第33条

の6の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

第7条の3の2 平成22年度から令和15年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第41条又は第41条の2の2の規

定の適用を受けた場合(居住年が平成11年

から平成18年まで又は平成21年から令和3

年までの各年である場合に限る。)におい

て、前条第1項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項の

規定により読み替えて適用される場合を含

む。)に規定するところにより控除すべき額

を、当該納税義務者の第33条の3及び第33条

の6の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

2 略 2 略 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民

税の課税の特例) 

第16条の3 略 第16条の3 略 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条

の4第2項に規定する特定上場株式等の配当

等(以下この項において「特定上場株式等の

配当等」という。)に係る配当所得に係る部

分は、市民税の所得割の納税義務者が前年

分の所得税について特定上場株式等の配当

等に係る配当所得につき同条第1項の規定

の適用を受けた場合に限り適用する。 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条

の4第2項に規定する特定上場株式等の配当

等(以下この項において「特定上場株式等の

配当等」という。)に係る配当所得に係る部

分は、市民税の所得割の納税義務者が当該

特定上場株式等の配当等の支払を受けるべ

き年の翌年の4月1日の属する年度分の市民

税について特定上場株式等の配当等に係る

配当所得につき前項の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載のある第32条第4項に規

定する特定配当等申告書を提出した場合

(次に掲げる場合を除く。)に限り適用する
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ものとし、市民税の所得割の納税義務者が

前年中に支払を受けるべき特定上場株式等

の配当等に係る配当所得について同条第1

項及び第2項並びに第33条の3の規定の適用

を受けた場合には、当該納税義務者が前年

中に支払を受けるべき他の特定上場株式等

の配当等に係る配当所得について、前項の

規定は、適用しない。 

 (1) 第32条第4項ただし書の規定の適用が

ある場合 

 (2) 第32条第4項第1号に掲げる申告書及

び同項第2号に掲げる申告書がいずれも

提出された場合におけるこれらの申告書

に記載された事項その他の事情を勘案し

て、前項の規定を適用しないことが適当

であると市長が認めるとき。 

3 略 3 略 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 

第17条の2 略 第17条の2 略 

2 略 2 略 

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措

置法第33条から第33条の4まで、第34条から

第35条の3まで、第36条の2、第36条の5、第

37条、第37条の4から第37条の6まで又は第3

7条の8の規定の適用を受けるときは、当該

土地等の譲渡は、第1項に規定する優良住宅

地等のための譲渡又は前項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当し

ないものとみなす。 

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務者

が、その有する土地等につき、租税特別措

置法第33条から第33条の4まで、第34条から

第35条の3まで、第36条の2、第36条の5、第

37条、第37条の4から第37条の6まで、第37

条の8又は第37条の9の規定の適用を受ける

ときは、当該土地等の譲渡は、第1項に規定

する優良住宅地等のための譲渡又は前項に

規定する確定優良住宅地等予定地のための

譲渡に該当しないものとみなす。 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の2 略 第20条の2 略 

2・3 略 2・3 略 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る

所得が生じた年分の所得税に係る第35条の

3第1項に規定する確定申告書に前項後段の

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る

所得が生じた年の翌年の4月1日の属する年

度分の特例適用配当等申告書(市民税の納
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規定の適用を受けようとする旨の記載があ

るときに限り、適用する。 

税通知書が送達される時までに提出された

次に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ。)に前項後段の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるとき(特例適用

配当等申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認める

ときを含む。)に限り、適用する。ただし、

第1号に掲げる申告書及び第2号に掲げる申

告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事

情を勘案して、同項後段の規定を適用しな

いことが適当であると市長が認めるとき

は、この限りでない。 

 (1) 第35条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第35条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合に

おける当該確定申告書に限る。) 

5 略 5 略 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の3 略 第20条の3 略 

2・3 略 2・3 略 

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る

所得が生じた年分の所得税に係る第35条の

3第1項に規定する確定申告書に前項後段の

規定の適用を受けようとする旨の記載があ

るときに限り、適用する。 

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る

所得が生じた年の翌年の4月1日の属する年

度分の条約適用配当等申告書(市民税の納

税通知書が送達される時までに提出された

次に掲げる申告書をいう。以下この項にお

いて同じ。)に前項後段の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるとき(条約適用

配当等申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が認める

ときを含む。)に限り、適用する。ただし、

第1号に掲げる申告書及び第2号に掲げる申

告書がいずれも提出された場合におけるこ

れらの申告書に記載された事項その他の事

情を勘案して、同項後段の規定を適用しな

いことが適当であると市長が認めるとき

は、この限りでない。 

 (1) 第35条の2第1項の規定による申告書 
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 (2) 第35条の3第1項に規定する確定申告

書(同項の規定により前号に掲げる申告

書が提出されたものとみなされる場合に

おける当該確定申告書に限る。) 

5 略 5 略 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項

の規定の適用がある場合(第3項後段の規定

の適用がある場合を除く。)における第33条

の9の規定の適用については、同条第1項中

「又は同条第6項」とあるのは「若しくは附

則第20条の3第3項前段に規定する条約適用

配当等(以下「条約適用配当等」という。)

に係る所得が生じた年分の所得税に係る同

条第4項に規定する確定申告書にこの項の

規定の適用を受けようとする旨及び当該条

約適用配当等に係る所得の明細に関する事

項の記載がある場合であって、当該条約適

用配当等に係る所得の金額の計算の基礎と

なった条約適用配当等の額について租税条

約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び

地方税法の特例等に関する法律(昭和44年

法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」

という。)第3条の2の2第1項の規定及び法第

2章第1節第5款の規定により配当割額を課

されたとき、又は第32条第6項」と、同条第

3項中「法第37条の4」とあるのは「租税条

約等実施特例法第3条の2の2第9項の規定に

より読み替えて適用される法第37条の4」と

する。 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項

の規定の適用がある場合(第3項後段の規定

の適用がある場合を除く。)における第33条

の9の規定の適用については、同条第1項中

「又は同条第6項」とあるのは「若しくは附

則第20条の3第3項前段に規定する条約適用

配当等(以下「条約適用配当等」という。)

に係る所得が生じた年の翌年の4月1日の属

する年度分の同条第4項に規定する条約適

用配当等申告書にこの項の規定の適用を受

けようとする旨及び当該条約適用配当等に

係る所得の明細に関する事項の記載がある

場合(条約適用配当等申告書にこれらの記

載がないことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。)であっ

て、当該条約適用配当等に係る所得の金額

の計算の基礎となった条約適用配当等の額

について租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関す

る法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2第1

項の規定及び法第2章第1節第5款の規定に

より配当割額を課されたとき、又は第32条

第6項」と、同条第3項中「法第37条の4」と

あるのは「租税条約等実施特例法第3条の2

の2第9項の規定により読み替えて適用され

る法第37条の4」とする。 

 (新型コロナウイルス感染症等に係る住宅

借入金等特別税額控除の特例) 

 第25条 所得割の納税義務者が前年分の所得

税につき新型コロナウイルス感染症特例法

第6条第4項の規定の適用を受けた場合にお

ける附則第7条の3の2第1項の規定の適用に

ついては、同項中「令和15年度」とあるの

は、「令和16年度」とする。 
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 2 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき新型コロナウイルス感染症特例法第6

条の2第1項の規定の適用を受けた場合にお

ける附則第7条の3の2第1項の規定の適用に

ついては、同項中「令和15年度」とあるの

は「令和17年度」と、「令和3年」とあるの

は「令和4年」とする。 

 (日進市税条例の一部を改正する条例の一部改正) 

第2条 日進市税条例の一部を改正する条例(令和3年日進市条例第11号)の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族等申告書) 

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、特定配偶者(所

得割の納税義務者(合計所得金額が900万円

以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第51条の2に規

定する退職手当等に限る。以下この項にお

いて同じ。)に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が95万円以下であるもの

に限る。)をいう。第2号において同じ。)又

は扶養親族(年齢16歳未満の者又は控除対

象扶養親族であって退職手当等に係る所得

を有する者に限る。)を有する者(以下この

条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第203条

の6第1項に規定する公的年金等の支払者

(以下この条において「公的年金等支払者」

という。)から毎年最初に公的年金等の支払

を受ける日の前日までに、施行規則で定め

第35条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、特定配偶者(所

得割の納税義務者(合計所得金額が900万円

以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第51条の2に規

定する退職手当等に限る。以下この項にお

いて同じ。)に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が95万円以下であるもの

に限る。)をいう。第2号において同じ。)又

は扶養親族(控除対象扶養親族であって退

職手当等に係る所得を有しない者を除く。)

を有する者(以下この条において「公的年金

等受給者」という。)で市内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第203条の6第1項に規定する公

的年金等の支払者(以下この条において「公

的年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に
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るところにより、次に掲げる事項を記載し

た申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しな

ければならない。 

 (1)～(4) 略  (1)～(4) 略 

2～5 略 2～5 略 

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和5年1月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

(1) 第1条中日進市税条例第32条第4項及び第6項、第33条の9第1項及び第2項、第35条の2第1

項ただし書及び第2項、第35条の3第2項及び第3項並びに第51条の7の改正規定並びに同条例

附則第16条の3第2項、第20条の2第4項並びに第20条の3第4項及び第6項の改正規定並びに附

則第3条第3項の規定 令和6年1月1日 

(2) 第1条中日進市税条例第20条の4第1項、第67条の2及び第67条の3の改正規定並びに次条及

び附則第4条の規定 民法等の一部を改正する法律(令和3年法律第24号)附則第1条第2号に

掲げる規定の施行の日 

(納税証明書に関する経過措置) 

第2条 前条第2号に掲げる規定による改正後の日進市税条例第20条の4第1項(地方税法(昭和25

年法律第226号)第382条の4に係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後

にされる同法第20条の10の規定による証明書の交付について適用する。 

(市民税に関する経過措置) 

第3条 第1条の規定による改正後の日進市税条例(以下「新条例」という。)第35条の3の2第1項

の規定は、この条例の施行の日(以下この項及び次項において「施行日」という。)以後に支払

を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及び同条第2項に規定する申告書につ

いて適用し、施行日前に支払を受けるべき第1条の規定による改正前の日進市税条例(次項にお

いて「旧条例」という。)第35条の3の2第1項に規定する給与について提出した同項及び同条第

2項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

2 新条例第35条の3の3第1項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法(昭和40年法律

第33号)第203条の6第1項に規定する公的年金等(同法第203条の7の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提出する新条例第35条の3の3第1

項に規定する申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出し

た旧条例第35条の3の3第1項に規定する申告書については、なお従前の例による。 
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3 附則第1条第1号に掲げる規定による改正後の日進市税条例の規定中個人の市民税に関する部

分は、令和6年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和5年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第4条 附則第1条第2号に掲げる規定による改正後の日進市税条例第67条の2(地方税法第382条

の4に係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第382条の2

の規定による固定資産課税台帳(同条第1項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。)

の閲覧について適用する。 

2 附則第1条第2号に掲げる規定による改正後の日進市税条例第67条の3(地方税法第382条の4に

係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第382条の3の規

定による証明書(同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。)の交付について適用す

る。 





議案第３９号 

   日進市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

 日進市消防団員等公務災害補償条例の一部を別紙のとおり改正する。 

  令和４年６月７日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律の一

部改正により、株式会社日本政策金融公庫等が行う恩給・共済年金担保融資に関す

る規定が廃止されたことに伴い、これらについて定める規定を削るため、日進市消

防団員等公務災害補償条例の一部を改正する必要があるからであります。 

２ 主な改正点 

株式会社日本政策金融公庫等が行う恩給・共済年金担保融資に関する規定を削る。 
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   日進市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

日進市消防団員等公務災害補償条例(昭和41年日進町条例第12号)の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(損害補償を受ける権利) (損害補償を受ける権利) 

第3条 略 第3条 略 

2 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保

に供し、又は差し押さえることはできない。

2 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保

に供し、又は差し押さえることはできない。

ただし、傷病補償年金又は年金である障害

補償若しくは遺族補償を受ける権利を株式

会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金

融公庫に担保に供する場合は、この限りで

ない。 

   附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは

遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日(次項において「施行日」という。)以後も、な

お従前の例により担保に供することができる。 

3 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律(令和2年法律第40号)附則

第70条第1項及び第71条第1項に規定する申込みに係る傷病補償年金又は年金である障害補償

若しくは遺族補償を受ける権利は、施行日以後も、なお従前の例により担保に供することがで

きる。 





議案第４０号 

日進市旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 日進市旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例の一部を別紙のとおり改正する。 

  令和４年６月７日提出 

                       日進市長 近 藤 裕 貴    

１ 提案理由 

  この案を提出するのは、旧市川家住宅に指定管理者制度を導入するために日進市

旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する必要があるからであり

ます。 

２ 主な改正点 

（１）他の文化施設と開館日を統一するため休館日を週３日から週 1日に減らすとと

もに、開館時間を 1時間延長する。 

（２）指定管理者による管理及び管理を行わせる業務の範囲を規定する。 
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日進市旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

令和  年  月  日  

条 例 第     号  

日進市旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例(平成27年日進市条例第3号)の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

(休館日) (休館日) 

第4条 旧市川家住宅の休館日は、次のとおり

とする。 

第4条 旧市川家住宅の休館日は、次のとおり

とする。 

(1) 月曜日。ただし、月曜日が国民の祝日

に関する法律(昭和23年法律第178号)に

規定する休日に当たる日を除く。 

(1) 月曜日、火曜日及び水曜日。ただし、

月曜日、火曜日及び水曜日が国民の祝日

に関する法律(昭和23年法律第178号)に

規定する休日に当たる日を除く。 

(2) 略 (2) 略 

2 略 2 略 

(開館時間) (開館時間) 

第5条 旧市川家住宅の開館時間は、午前9時

から午後5時までとする。 

第5条 旧市川家住宅の開館時間は、午前9時

から午後4時までとする。 

2 略 2 略 

第9条 略 第9条 略 

2 入場者及び利用者は、故意又は過失によっ

て旧市川家住宅の施設を汚染し、損傷し、

又は滅失したときは、その損害を賠償しな

ければならない。ただし、市長が損害を賠

償させることが適当でないと認めるとき

は、この限りでない。 

2 入場者及び利用者は、故意又は過失によっ

て旧市川家住宅の施設を汚染し、損傷し、

又は滅失したときは、その損害を賠償しな

ければならない。ただし、教育委員会が損

害を賠償させることが適当でないと認める

ときは、この限りでない。 

(指定管理者による管理) 

第14条 教育委員会は、旧市川家住宅の目的

を効果的に達成するために必要があると認

めるときは、地方自治法第244条の2第3項の

規定に基づき、旧市川家住宅の管理を指定

管理者に行わせることができる。 

2 前項の規定により旧市川家住宅の管理を指

定管理者に行わせようとする場合の指定の

手続等は、日進市公の施設に係る指定管理者

の指定手続等に関する条例(平成17年日進市
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条例第18号)の定めるところによる。 

(管理を行わせる業務の範囲) 

第15条 前条第1項の規定により旧市川家住

宅の管理を指定管理者に行わせる場合にお

ける管理業務の範囲は、次に掲げるとおり

とする。 

(1) 旧市川家住宅の保存及び活用を図る事

業 

(2) 旧市川家住宅の施設等の維持、管理及

び修繕に関する業務 

(3) 旧市川家住宅の利用の許可に関する

業務 

(4) 前各号に掲げるもののほか教育委員

会が必要と認める業務 

(読替規定) 

第16条 第14条第1項の規定により旧市川家

住宅の管理を指定管理者に行わせる場合に

おいては、第4条及び第5条中「教育委員会」

とあるのは「教育委員会の承認を得て指定

管理者」と、第7条、第8条及び第10条中「教

育委員会」とあるのは「指定管理者」と読

み替えるものとする。 

(委任) (委任) 

第17条 略 第14条 略 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

(準備行為) 

2 この条例による改正後の日進市旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例(以下「新条例」と

いう。)第14条の規定による指定管理者の指定に関し必要な手続その他の行為は、この条例の

施行の日前においても行うことができる。 

(経過措置) 

3 新条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の旧市川家住宅の管理

及び利用について適用し、施行日前の旧市川家住宅の管理（施行日前における改正前の日進市

旧市川家住宅の設置及び管理に関する条例（以下「旧条例」という。）第7条第1項の規定によ
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る施行日以後の旧市川家住宅の利用の許可に関することを含む。）及び利用については、旧条

例の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

































































































議案第４３号 

令和４年度日進市下水道事業会計補正予算（第１号）について 

令和４年度日進市下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出します。 

令和４年６月７日提出 

日進市長 近 藤 裕 貴    

提案理由 

地方自治法第２１８条第１項に基づき提案するものであります。 





令和４年度（第１号）

日進市下水道事業会計補正予算書



令和４年度日進市下水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 令和４年度日進市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和４年度日進市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

         （既決予定量） （補正予定量）  （計） 

 （４）主要な建設改良事業 

・下水道管渠埋設工事   273,741 千円  47,100 千円 320,841 千円 

・処理場改築工事     60,647 千円 △29,000 千円  31,647 千円 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。 

（科目）      （既決予定額）  （補正予定額）   （計） 

              収  入              

 第１款 資本的収入     942,249 千円    9,384 千円   951,633 千円 

  第１項 企業債      265,300 千円  △10,900 千円   254,400 千円 

  第３項 他会計補助金   468,949 千円    36,084 千円   505,033 千円 

  第４項 国庫補助金       155,732 千円  △15,800 千円   139,932 千円 

        支  出              

 第１款 資本的支出    1,191,354 千円   9,384 千円 1,200,738 千円 

  第１項 建設改良費    605,062 千円    18,100 千円   623,162 千円 

    第２項 企業債償還金   585,137 千円   △8,716 千円   576,421 千円 

（企業債の補正） 

第４条 予算第５条に定めた限度額を次のように改める。 

（起債の目的）    （既決限度額） （補正限度額）   （計） 

公共下水道事業    265,300 千円   △10,900 千円    254,400 千円 

（他会計からの補助金の補正） 

第５条 予算第９条中「６５８，１５３千円」を「６９４，２３７千円」に改め

る。 

（債務負担行為） 

第６条 予算第９条の次に次の１条を加える。 



 （債務負担行為） 

第１０条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

事項 期間 限度額 

処理場老朽化施設更新業務

委託事業 
令和５年度 187,000 千円

  令和４年６月７日提出 

                     日進市長 近 藤 裕 貴    





令和４年度（第１号）

日進市下水道事業会計補正予算説明書



款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

（千円） （千円） （千円）

01 資本的収入 942,249 9,384 951,633

01 企業債 265,300 △ 10,900 254,400

01 企業債 265,300 △ 10,900 254,400

03 他会計補助 468,949 36,084 505,033
   金

01 他会計補助 468,949 36,084 505,033
   金

04 国庫補助金 155,732 △ 15,800 139,932

01 国庫補助金 155,732 △ 15,800 139,932

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

（千円） （千円） （千円）

01 資本的支出 1,191,354 9,384 1,200,738

01 建設改良費 605,062 18,100 623,162

01 管路建設費 379,814 47,100 426,914

03 処理場建設 60,647 △ 29,000 31,647
　 改良費

02 企業債償還 585,137 △ 8,716 576,421
   金

01 企業債償還 585,137 △ 8,716 576,421
   金

収　　　入

支　　　出

令和４年度日進市下水道事業会計補正予算実施計画

資本的収入及び支出
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(単位　千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　長期前受金戻入額

　　　支払利息

　　　受取利息（△は益）

　　　固定資産除却費

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　引当金の増減額（△は減少）

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　小計

　　　利息の受取額

　　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　他会計負担金による収入

　　　他会計補助金による収入

　　　国庫補助金等による収入

　　　分担金及び負担金による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高 219,747

254,400

△ 576,421

△ 322,021

45,078

174,669

246,087

△ 541,512

1,323

486,839

128,478

45,884

121,012

△ 122,728

122,728

△ 1

3,958

1,554

3,616

672

64

368,814

1

△ 944,880

令和４年度日進市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

62,514

1,118,589
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期間 金額 期間 金額 企業債
国　庫
補助金

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

下水処理施設等包括的民間
委託事業

2,080,100
令和4～
　8年度

2,080,100 2,080,100

処理場老朽化施設更新業務
委託事業

187,000
令和
5年度

187,000 56,900 100,273 29,827

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位　千円)

1 固定資産
　有形固定資産
　　イ 土地 2,024,780
　　ロ 建物 1,459,014
　　　 減価償却累計額 △ 174,625 1,284,389
　　ハ 構築物 24,355,148
　　　 減価償却累計額 △ 2,038,845 22,316,303
　　ニ 機械及び装置 4,574,438
　　　 減価償却累計額 △ 1,282,500 3,291,938
    ホ 建設仮勘定 13,221
　　　有形固定資産合計 28,930,631
　　　固定資産合計 28,930,631
2 流動資産
　(1)現金・預金 219,747
　(2)未収金 101,209
　　　 貸倒引当金 △ 290 100,919
　　　流動資産合計 320,666
　　　資産合計 29,251,297

3 固定負債
　企業債
　　建設改良費等の財源に充
　　てるための企業債 7,570,208
　　　企業債合計 7,570,208
　　　固定負債合計 7,570,208
4 流動負債
　(1)企業債
　　建設改良費等の財源に充
　　てるための企業債 582,019
　　　企業債合計 582,019
　(2)未払金 126,230
　(3)引当金
　　イ 賞与引当金 7,459
　　ロ 法定福利費引当金 1,426
　　　引当金合計 8,885
　　　流動負債合計 717,134
5 繰延収益
　長期前受金 21,784,871
　収益化累計額 △ 2,924,434
　　　繰延収益合計 18,860,437
　　　負債合計 27,147,779

6 資本金 781,323
7 剰余金
　(1)資本剰余金
    イ 受贈財産評価額 0
　　ロ 国庫補助金 1,020,583
　　ハ 他会計補助金 21,600
　　　資本剰余金合計 1,042,183
　(2)利益剰余金
　　イ 建設改良積立金 1,784
　  ロ 当年度未処分利益剰余金 278,228
　　　利益剰余金合計 280,012
　　　剰余金合計 1,322,195
　　　資本合計 2,103,518
　　　負債資本合計 29,251,297

令和４年度日進市下水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日)

資産の部

負債の部

資本の部
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注 記 

第１ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

   ・減価償却の方法     定額法 

   ・主な耐用年数 

    建物          ８年～５０年 

    構築物         １０年～５０年 

    機械及び装置      ６年～３０年 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

    本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金

について積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用は、一般会計において

措置するため、退職給付引当金を計上していない。 

  （２）賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支

給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

  （３）法定福利費引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。 

  （４）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

第２ 予定貸借対照表関連 

   企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は４３８，９５２千円である。 

第３ セグメント情報の開示 

 １ 報告セグメントの概要 
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  日進市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業の２

つを報告セグメントとしている。 

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 
北部処理区、南部処理区及び梅森処理区における汚水処

理事業 

農業集落排水事業 
相野山浄化センターが処理する区域における汚水処理

事業 

 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）      

（単位：千円） 

公共下水道事業 
農業集落 

排水事業 
合   計 

営業収益 754,508    2,710     757,218 

営業費用 1,776,901 11,599    1,788,500 

営業損益 △1,022,393    △8,889   △1,031,282 

経常損益    62,293     221      62,514 

セグメント資産   29,045,430   205,867   29,251,297 

セグメント負債   26,993,146   154,633   27,147,779 

その他の項目 

 他会計繰入金 

 減価償却費 

 特別利益 

 特別損失 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 

    698,093 

   1,111,820 

       1 

         1 

     562,628 

   2,590 

   6,769 

     0 

     0 

   1,250 

    700,683 

   1,118,589 

       1 

         1 

     563,878 
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令和４年度（第１号）

日進市下水道事業会計補正予算実施計画明細書



01 資本的収入

01 企業債

01 企業債

001 企業債

03 他会計補助金

01 他会計補助金

001 他会計補助金

04 国庫補助金

01 国庫補助金
001 国庫補助金

01 資本的支出

01 建設改良費

01 管路建設費

024 工事請負費

03 処理場建設改良費

022 委託料

02 企業債償還金

01 企業債償還金
057 企業債償還金

支　　　出

款 項 目 節

令和４年度日進市下水道事業会計補正予算実施計画明細書

款 項 目 節

資本的収入及び支出
収  　　入
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（千円） （千円） （千円）

942,249 9,384 951,633

265,300 △ 10,900 254,400

265,300 △ 10,900 254,400

265,300 △ 10,900 254,400

468,949 36,084 505,033

468,949 36,084 505,033

468,949 36,084 505,033

155,732 △ 15,800 139,932

155,732 △ 15,800 139,932
155,732 △ 15,800 139,932

（千円） （千円） （千円）

1,191,354 9,384 1,200,738

605,062 18,100 623,162

379,814 47,100 426,914

275,116 47,100 322,216

60,647 △ 29,000 31,647

40,000 △ 29,000 11,000 老朽化施設更新業務委託料

585,137 △ 8,716 576,421

585,137 △ 8,716 576,421
585,137 △ 8,716 576,421

備　　　考

補正予定額 計 備　　　考

既決予定額 補正予定額 計

既決予定額
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議案第４４号 

   工事請負契約の締結について 

（西小学校始め９校／特別教室等空調設備設置工事） 

下記のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

  令和４年６月７日提出 

                        日進市長 近 藤 裕 貴   

                                     記 

１ 工 事 名   西小学校始め９校／特別教室等空調設備設置工事 

２ 工 事 場 所   西小学校始め９校 

３ 契 約の金額   金２３５，１８８，８００円 

４ 履 行 期 間   着手  令和４年７月７日 

           完了  令和５年３月１０日 

５ 契約の相手方   愛知県日進市折戸町前田７番地１ 

           株式会社カケン 日進支店 

           支店長 一野 淳二 

６ 契 約の方法   一般競争入札 

提案理由 

  この案を提出するのは、日進市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるからであります。 





議案第４４号 参考資料 

- 1 - 

西小学校始め９校／特別教室等空調設備設置工事 

１ 工事概要 

  市内小学校９校の特別教室等に空調を設置する。 

２ 学校別設置室数及び台数 

特別教室 ４ ７ 理科２室、図画・工作１室、家庭１室

配膳室 １ １

計 ５ ８

特別教室 ６ ９
理科２室、図画・工作１室、家庭１室、
図書室２室

配膳室 １ １

計 ７ １０

特別教室 ５ ８
理科１室、図画・工作１室、家庭１室、
図書室１室、特別活動１室

配膳室 １ １

計 ６ ９

特別教室 ５ １３
理科２室、図画・工作１室、家庭１室、
特別活動１室

配膳室 １ １

計 ６ １４

特別教室 ７ １１
理科２室、図画・工作１室、家庭２室、
特別活動２室

配膳室 １ １

計 ８ １２

特別教室 ５ ９
理科２室、図画・工作１室、家庭１室、
特別活動１室

配膳室 １ １

計 ６ １０

特別教室 ５ １０ 理科２室、図画・工作１室、家庭２室

配膳室 １ １

計 ６ １１

特別教室 ２ ４ 理科２室

配膳室 １ １

計 ３ ５

特別教室 １１ １６
理科２室、生活１室、図画・工作１室、
家庭１室、特別活動６室

配膳室 １ ２

計 １２ １８

特別教室 ５０ ８７

配膳室 ９ １０

計 ５９ ９７

備考

香久山小学校

梨の木小学校

赤池小学校

竹の山小学校

西小学校

東小学校

北小学校

南小学校

相野山小学校

合計

学校名 設置箇所
設置室数
(室)

設置台数
(台)


